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今や入院患者の約８０％が後期高齢者と

なっている。医療や看護だけでなく

介護の良し悪しが生命を左右する

現 状 認 識 が な い の か 。
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し か る に 医 療 の 世 界 で は 、

介 護 福 祉 士 と い う 国 家 資 格 者 を

看護助手と呼び、あくまでも看護職員の

ヘルプとしての能力しか評価していない。
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看護と介護は、今やほとんど別々の

専門分野である。超高齢化が進行して

い る 現 状 と 未 来 を 考 え る と 、

介護の専門家を医療でも適切に評価し、

介護の分野だけでなく、医療の分野に

おける介護福祉士も評価してほしい。
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「自立支援」「重度化防止」

「 適 正 化 ・ 重 点 化 」
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2018年度介護報酬改定

特に今回の改定では低栄養改善、嚥下排泄リハ、
褥 瘡 対 策 等 を 実 施 し て い る と こ ろ に
対 す る 評 価 を 重 視 し て い る 。
特に低栄養改善や嚥下排泄リハの重要性は、
私が以前からずっと言い続けてきたことである。
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言語聴覚士による
嚥下リハビリテーション

作業療法士による
排泄リハビリテーション

(骨盤底筋訓練)

当グループでは、歯科衛生士を１病棟に１人以上配置して、
歯科衛生士による口腔ケアを実施しています。
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自 立 支 援 に む け て 最 も 重 要 な

嚥 下 ・ 排 泄 機 能 の 改 善 は 、

介 護 職 員 だ け で は な く 、

看護職員やリハビリテーション

スタッフを含む多職種からなる

チームで取り組まなければならない。



積極的な摂食嚥下訓練

評価期間 2014年7月～2017年11月

実施対象病院 10病院

患者数
57名

（男性36名・女性21名）

年齢 76.72±11.2歳

主疾患
中枢神経疾患：44名

その他：13名

平均ＳＴ実施単位
4.7単位

（1日当たり）

* この期間に入院した57名に対し、最長半年間実施。

積極的な摂食嚥下訓練の効果検証
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栄養摂取手段の変化

開始時に7名
（12％）であった
経口摂取者が
終了時に43名
（75％）に
増加した。
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調査期間：2014年7月～2017年11月
対象者 ：（10病院）57名（男性36人、女性21人 ）



膀胱直腸障害に対するリハビリテーション
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着用している下衣（パンツ）の変化

・日中のオムツ使用率は開始時5割であったが、終了時には1.5割となった。
・夜間のオムツ使用率は開始時7割であったが、終了時には4割となった。
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調査期間： 2016年12月～2017年9月 対象者 ：（20病院）495名（男性203人、女性292人 ）



超高齢者は、自ら食べて、自ら排泄

できるようになれば、車椅子自立を

確立するべきであろう。そうすれば

寝たきりにならずに自宅に戻れる人

が 増 え る で あ ろ う 。

13



14

介護人材の確保には

① 確 保

② 定 着

③ 育 成
が必要



生活援助業務を７５歳までの元気高齢者に担ってもらう 15

介護業務の細分化で離職率低下をめざす

生活援助

• 掃除

• 洗濯

• 衣類の整理

• 買い物

• 調理

• 配下膳

身体介護

• 入浴介助

• 身体整容介助

• 排泄介助

• 移動･移乗,体位交換

• 食事介助

• 体温･血圧等の測定

特定ケア(認知症や終末期等

の医療ニーズの高い利用者

に対する身体介護)

• 認知症の周辺症状の

ある利用者への

身体介護

• 終末期の利用者への

身体介護

• たんの吸引等

２０１５年９月 武久 洋三 作成
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医 師

看 護 師

介 護 職

専 門 医

特定看護師

喀痰吸引等研修を
修了した介護職

２０１５年９月 武久 洋三 作成

医療職のキャリアアップ



17

介護業務を細分化し、生活援助業務を

元 気 高 齢 者 に 担 っ て も ら う 。

介護福祉士は、自分たちの業務が

より重要であるという意識改革を行う

と共に、より介護の専門知識を備えた

人材育成と医療介護福祉士などの

スキルアップを目指すべきである。



182018年10月31日 第163回社会保障審議会介護給付費分科会資料 より



192018年10月31日 第163回社会保障審議会介護給付費分科会資料 より
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女性が働きやすい就業環境の整備を！！

①個々に合わせた勤務形態への対応（看護・介護）

 Ａ勤務 ； 適切に夜勤を行っている

 Ｂ勤務 ； 本人の都合や技能により、夜勤はできないが

日祝勤務は行っている

 Ｃ勤務 ； 本人の都合や技能により、夜勤はできるが

日祝勤務はできない

 Ｄ勤務 ； 本人の都合や技能により、夜勤も日祝勤務のできない

②看護・介護職員の基準を超えた配置

③院内無料託児所の設置

④産前産後休暇・育児休暇

⑤時間短縮勤務の利用

• 当グループにおける就業環境整備例
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介護人材不足を解消するため 、

介護ロボットの導入など業務の効率化

は不可欠である。しかしながら高価で

あり、導入できない施設も多くある。

補助金の活用をもっと拡大してほしい。
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介護施設では今後さらに重度入所者が

増えることが考えられることからも、

他産業と比較して 、賃金の低い

介護職員に対する業務改善とともに

さらなる処遇改善は急務である。
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２００７年９月 武久 洋三 作成

良質な慢性期医療がなければ

日本の医療は成り立たない


